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先着順による市有地売払いの主な手順

売払いの申込み
（P.2～P.3 参照）

■申込期間
令和８年９月１４日（月）～令和９年７月３０日（金）※閉庁日を除く。
午前９時～午後４時３０分 ※正午～午後１時を除く

■受付場所
本巣市早野２５５番地
本巣市役所 総務部 財政課 管財契約係（本巣市役所本庁舎２階）

契約の相手方の決
定

(P.4 参照)

■申請者が資格要件を有するかどうかの審査を行い、資格があると判定された場合

は、契約の相手方となり、契約締結の手続きを行います。

■同日に複数の申請書の提出があり、複数の方が資格要件に該当した場合は、抽選

により契約の相手方を決定します。

契約の締結
（P.4 参照）

■契約の締結
普通財産売払決定通知書を受理した日から起算して１４日以内に契約を締結す

る。
契約締結時までに、契約保証金として売買代金の１００分の１０以上の金額を、

市が発行する納入通知書により納付する。

売買代金の納付
（所有権移転・引渡し）

（P.5 参照）

■売買代金の納付
契約締結日から３０日以内に売買代金の全額を一括納付すること。

■所有権の移転
所有権の移転は、売買代金の全額の納付日とし、同時に当該財産を現状有姿のま
ま引き渡すものとする。
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先着順による市有地売払い実施要領

本巣市が、保有する土地（以下「売却物件」という。）について、先着順で随意契約により売払いを行

います。買受希望者は、次の事項をご確認のうえ、普通財産売払申請を行ってください。なお、同日中

の受付の場合は同時とみなし、抽選となりますのであらかじめご了承ください。

また、申込期間中であっても、市の都合により申込受付を中止する場合があります。

１．売却物件

※売却する土地（市有財産）の詳細については、別紙の「物件調書」をご確認ください。

２．売り払いの申込みに必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

（１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の３第１項に規定する公有財産に関す

る事務に従事する本市の職員

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者

（３）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号。）第２条

第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する

業の用に供しようとする者

（４）暴力団等に関係すると認められる者で次に掲げる者

ア 暴力団

イ 暴力団員

ウ 役員等が、暴力団員であるなど、暴力団がその経営又は運営に実質的に関与している個人

又は法人等

エ 役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している個人又は法

人等

オ 役員等が、その属する法人等又は第三者の不正な利益を図る目的若しくは第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用している個人又は法人等

カ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、便宜を供与するなど、直接的

又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している個人又は法人等

キ 役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有

している個人又は法人等

物件番号 所 在 地 地 目 地籍(登記簿) 地籍(実測) 売払価格

１ 本巣市文殊字西之門 1083番 1 宅地 176.31㎡ 176.31㎡ 2,500,000円

２ 本巣市仏生寺字天神 410番 1 雑種地 330㎡ 330.01㎡ 4,340,000円

３ 本巣市下真桑字大門前 382番 5 宅地 348.81㎡ 348.81㎡ 7,610,000円
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ク 役員等が、暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者であること

を知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、これを利用し

ている個人又は法人等

（５）無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）第５条

第１項に規定する処分を受けている団体及びその団体の役職員又は構成員並びにこれらのもの

から委託を受けた者

（６）市税を滞納している者

３．その他の留意事項

（１）売却物件において工事等を行うに当たり、近隣に対し丁寧な対応を心がけてください。また、

工事等に伴う騒音、振動、埃等及び建物の建設に起因する電波障害、風害、日陰等の周辺への影

響については、買受者の責任において対応してください。

（２）売却物件の引渡し後、地中埋設物等が発見され契約不適合となる場合であっても、買受者の責

任において適切に処理を行ってください。本市は一切の責任及び負担を負いません。

４．現地確認

買受希望者において、事前に必ず現地を確認してください。物件については、現況での引き渡しのた

め、事前に物件を確認し、現況及び諸規制を熟知されたうえで申込みしてください。

５．売払いの申込み

（１）申込期間

令和８年９月１４日（月）～令和９年７月３０日（金） ※閉庁日を除く。

午前９時～午後４時３０分 ※正午～午後１時を除く

（２）受付場所

本巣市早野２５５番地

本巣市役所 総務部 財政課 管財契約係（本巣市役所本庁舎２階）

（３）提出書類

① 普通財産売払申請書（様式第１号）

② 個人の場合：住民票

市町村長の発行する身分証明書 １通

誓約書（様式第２号） １通

納税証明書（市税について滞納額がない証明） １通

③ 法人の場合：法人登記全部事項証明書 １通

誓約書（様式第２号） １通

納税証明書（市税について滞納額がない証明） １通
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④ 共有の場合：共有者全員の上記②または③の書類各１通

※上記のうち、公的機関が発行する証明書は、すべて発行後３箇月以内のものをご用意ください。

（４）提出方法

直接持参 ※郵送等による受付は行いません。

（５）本市が提供する資料は、市有財産の概要を把握するための参考資料ですので、申込みを行う前

に必ず申込者自身において、現地及び市有財産の利用等に係る諸規則についての調査確認を行っ

てください。別紙 物件調書に記載している事項以外にも、各法令等により規制・指導がなされる

場合がありますので、詳細は関係機関にご連絡ください。

（６）その他

① 申込み書類に不備がある場合や添付する書類が不足している場合は、申込み受付できませ

ん。申込みに際しご注意ください。

② 提出書類は返却しませんので、ご了承願います。

③ 申込みを受け付けた場合は、申込者に対して普通財産売払申請書の写しをお渡しします。

④ 契約及び所有権移転登記は、申請者の名義にて行います。申込み後の名義の変更はできま

せん。

６．契約の相手方の決定

（１）申請者が資格要件を有するかどうかの審査を行います。資格があると判定された場合は、契約

の相手方となり、契約締結の手続きを行います。

（２）同一の日に複数の申請書を受け付け、複数の方が資格要件に該当した場合は、抽選により契約

の相手方を決定します。この場合は、市から抽選日及び抽選の方法を該当者に連絡します。

７．契約締結

（１）契約の相手方として決定された者（以下「買受者」という。）に対し、普通財産売払決定通知書

を送付します。また、市からお渡しする納付書により契約保証金を契約締結時までに、納付して

ください。

（２）買受者は、上記（１）の契約保証金を納付後、普通財産売払決定通知日から起算して１４日以

内に売買契約を締結してください。

（３）契約締結時に必要なもの

・売買契約書に貼付する収入印紙

（４）契約締結後、現地の「売地」看板を撤去します。

８．契約保証金

（１）契約保証金は、契約金額の１０％以上の金額とします。
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（２）契約保証金には、利息を付しません。

（３）契約保証金は、売買代金の一部に充当します。

（４）買受者が、売買契約に定める義務を履行しないときは、契約保証金は返還できません。

９．売買代金の納付及び支払期限

（１）売買代金は、お渡しする納付書により納付していただきます。

（２）売買代金は、契約締結の日から３０日以内にお支払いただきます。

１０．契約費用及び公租公課等

（１）売買契約書に貼付する収入印紙の費用は、買受者の負担となります。

（２）所有権の移転登記に必要な登録免許税は、買受者の負担となります。

（３）所有権移転後の公租公課は、買受者の負担となります。

（４）その他契約に要する費用は、買受者の負担となります。

１１．所有権の移転及び土地の引渡し

所有権は、売買代金完納と同時に移転します。所有権移転登記の手続きは本市で行いますが、登録

免許税等諸費用は買受者の負担とします。所有権移転完了後、現状有姿で引渡しを行います。

１２．その他

（１）売払いの申込みをしようとする者は、本要領に記載された事項について、熟知しておいてく

ださい。

（２）建物建築の行為に当たっては、関係法令及び本市条例等による指導がなされる場合がありま

すので、あらかじめ関係機関で確認してください。

（３）ガス、上下水道、電気等の利用にあたっては、各供給管理者と十分協議してください。な

お、利用に当たって必要な工事等については、買受者の負担において行って下さい。

（４）電話等の通信施設の利用に当たっては、各通信事業者と十分協議してください。なお、利用

に当たって必要な工事等については、買受者の負担において行ってください。
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様式第6号(第15条関係)

本巣市(以下「甲」という。)と (以下「乙」という。)との間におい

て、次の条項により土地売買契約を締結する。

記

(信義誠実の義務)

第1条 甲乙両者は、信義を重んじ誠実にこの契約を履行しなければならない。

(売買物件)

第2条 甲は、その所有する次に掲げる土地を(以下「売買物件」という。)を乙に売り渡す。

(売買代金)

第3条 売買代金は、金( 落札価格 )円とする。

2 乙が甲に納入している契約保証金、金 円を売買代金の一部に充当

する。

3 乙は、第1項に規定する売買代金から前項の契約保証金を除いた金

円を、甲の発行する納入通知書により、 年 月 日までに、甲に支払わなけれ

ばならない。

4 乙は、前項に規定する代金を、その納入期限までに支払わないときは、その翌日から支

払いの日までの日数に応じ、当該代金の金額につき年14.6％(当該納入期限の翌日から2

か月を経過するまでの期間については、年7.3％)の割合(各年の延滞税特例基準割合(当

該年の前年に租税特別措置法第93条第2項の規定により告示された割合に1％の割合を加

算した割合をいう。)が年7.3％に満たない場合には、その年中においては、年14.6％の割

合にあっては当該年における延滞税特例基準割合に年7.3％の割合を加算した割合とし、

年7.3％の割合にあっては当該延滞税特例基準割合に年1％の割合を加算した割合(当該

土 地 売 買 契 約 書
収入

印紙

土地の所在 地目 公簿面積 実測面積

m2 m2
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加算した割合が年7.3％の割合を超える場合には、年7.3％の割合)とします。)で計算した

延滞金を甲に支払わなければならない。

(所有権の移転及び引渡し)

第4条 売買物件の所有権は、乙が売買代金(前条第4項の延滞金がある場合は、これを含

む。)を完納したときに、甲から乙に移転するものとする。

2 前項の移転と同時に、乙に対し現状有姿のまま引渡しがあったものとする。

(所有権の移転登記)

第5条 甲は、前条の規定により売買物件の所有権が移転した後に、乙の請求により遅滞な

く所有権移転登記を嘱託するものとする。

2 前項の登記に要する費用は、乙の負担とする。

(危険負担)

第6条 乙は、この契約の締結の時から売買物件の引渡しの時までにおいて、甲の責めに帰

することのできない事由により、売買物件が滅失又はき損した場合は、甲に対して売買代

金の減免を請求することができない。

(契約不適合責任)

第7条 乙は、この契約締結後、売買物件に数量の不足又は種類、品質に関しこの契約の内

容に適合しないことがあることを発見しても、売買物件の修補、代替物の引渡し若しく

は不足分の引渡しによる履行の追完、売買代金の減額若しくは損害賠償の請求又は契約

の解除をすることができないものとする。ただし、この契約が消費者契約法（平成12年法

律第61号）第2条第3項に規定する「消費者契約」に該当する場合は、引渡しの日から2年

間は、この限りでない。なお、甲の責任の範囲（賠償額）は、売買代金の額を限度とする。

(用途制限等)

第8条 乙は、この契約締結の日から5年間は、売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正

化等に関する法律(昭和23年法律第122号)第2条第1項に規定する風俗営業、同条第5項に

規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供してはならない。

2 乙は、売買物件を暴力団関係施設その他周辺の住民に著しく不安を与える施設の用に供

してはならない。

3 乙は、売買物件を第三者に所有権移転するときは、前各項の条件を付さなければならな

い。

(実地調査等)

第9条 甲は、前条に規定する用途制限の履行状況を確認するために必要と認めるときは、
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随時実地に調査し、又は乙に対し報告を求めることができる。この場合において、乙は調

査を拒み、妨げ、若しくは報告を怠ってはならない。

(違約金)

第10条 乙は、第8条の規定に違反したときは、違約金として売買代金の100分の30の金額を

甲に支払わなければならない。

2 乙は、第9条の規定に違反したときは、違約金として売買代金の100分の10の金額を甲に

支払わなければならない。

3 前各項の違約金は、第14条に規定する損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。

(契約の解除)

第11条 甲は、乙がこの契約に規定する義務を履行しないときは、この契約を解除すること

ができる。

(返還金)

第12条 甲は、前条に規定する解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を返還す

る。ただし、当該返還金には利息を付さない。

2 甲は、解除権を行使したときは、乙が負担した契約の費用を返還しない。

3 甲は、解除権を行使したときは、乙が支払った違約金及び乙が売買物件に支出した必要

費、有益費その他一切の費用を償還しない。

(原状回復義務)

第13条 乙は、甲が第11条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日までに

売買物件を原状に回復して甲に返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原状に

回復させることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。

2 乙は、前項の規定により売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期日までに、売

買物件の所有権移転登記の承諾書を甲に提出しなければならない。

(損害賠償)

第14条 乙は、この契約に規定する義務を履行しないことにより、甲に損害を与えたとき

は、その損害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。

(返還金の相殺)

第15条 甲は、第12条第1項の規定により売買代金を返還する場合において、乙が第10条に

規定する違約金、前条に規定する損害賠償金を甲に支払うべき義務があるときは、返還す

る売買代金の全部又は一部と相殺する。

(契約の費用)
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第16条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。

(管轄裁判所)

第17条 この契約から生じる一切の法律関係に基づく訴えについては、甲の所在地を管轄

する地方裁判所をもって管轄裁判所とする。

(疑義の決定)

第18条 この契約に関し疑義が生じたとき、又はこの契約に定めのない事項については、甲

乙協議のうえ定める。

この契約締結の証として、本書2通を作成し、甲乙記名(個人の場合は署名とする。)押印

のうえ、それぞれ1通を保有する。

年 月 日

甲 住所 本巣市早野255番地

氏名 本巣市長 藤原 勉 印

乙 住所

氏名 印
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様式第１号

普通財産売払申請書

令和 年 月 日

本巣市長 様

下記普通財産の売払いを受けたいので、次のとおり申し込みます。

１ 売払申請物件

２ 申込者(代表者)

共有者(共有名義で申し込まれる場合)

【添付書類】※証明書については３箇月以内のもの

［個人の場合］

◇ 住民票(連名の場合は、すべての方の分)
◇ 身分証明書(連名の場合は、すべての方の分)
◇ 誓約書

◇ 宅地建物取引業免許証（写し）(連名の場合は、すべての方の分)
◇ 納税証明書（滞納額がない証明）

［法人の場合］

◇ 法人登記全部事項証明書(連名の場合は、すべての法人分)
◇ 誓約書

◇ 宅地建物取引業免許証（写し）(連名の場合は、すべての法人分)
◇ 納税証明書（滞納額がない証明）

物 件 番 号 物件の所在地

住 所 ( 所 在 地 ) 持分割合

／

ふ り が な

氏 名

(法人名及び代表者名 )
印

住 所 ( 所 在 地 )
持分割合

／

ふ り が な

氏 名

(法人名及び代表者名 )
印

受付印
(受付番号)
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様式第２号

誓 約 書

令和 年 月 日

本 巣 市 長 様

【申込者】

住 所

代表者名 印

電話番号

【共有名義の場合】

住 所

代表者名 印

電話番号

私は、普通財産の売払いの申込みについて、次のとおり誓約します。

１ 普通財産売払申請書及びその他関係書類について虚偽の記載をしません。

２ 先着順による市有地売払い実施要領に記載のある売払いの申込みに必要な資格要件を

満たしております。

３ 売払いの申込みに関する全ての手続きにおいて、不正な手段を用いません。

４ 上記の事項について事実と相違したことにより、売払いの申込みその他全ての手続き

を留保、無効とされても本巣市に対し何ら異議申し立てをしません。

５ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号から第４号まで若しく

は第６号又は本巣市が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱第３条第３号から８

号に掲げる者か該当の有無を確認するため、本巣市から役員名簿等の提出を求められた

ときは、速やかに提出します。

６ 本巣市が本誓約書及び役員名簿等から収集した個人情報を、岐阜県警察本部、北方警

察署へ提出することに同意します。
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不動産の取得により課税される主な税金

【印紙税】（国税）

不動産の売買契約をする方が，契約書に収入印紙を貼付けすることにより納める税金

です。税額は次のとおりです（令和９年３月３１日までの税軽減措置による）。

【登録免許税】（国税）

土地や建物の所有権等の登記をする方が納める税金です。税額は，土地については原

則として，取得した土地の価格（固定資産税評価額）に税率20／1000 をかけた額です

（令和１１年３月３１日までの間に登記を受ける場合は軽減税率（令和８年度の税制改

正）により15／1000）。

【不動産取得税】（県税）

土地や家屋を取得した方が，土地や家屋が所在する都道府県に納める税金です。税額

は，土地の場合は，固定資産税評価額の４％です。現在，土地と住宅については，軽減

税率として３％が適用されています。

なお，条件により不動産取得税の軽減措置，課税免除等の適用が受けられる場合があ

ります。詳しくは，岐阜県税事務所へお問い合わせください。

【固定資産税】（市町村税）

固定資産税は，毎年１月１日現在に土地や家屋を所有している方が市町村に納める税

金です。

契約金額(売買代金) 印紙税額

５０万円以下 ２００円

５０万円超 １００万円以下 ５００円

１００万円超 ５００万円以下 １千円

５００万円超 １，０００万円以下 ５千円

１，０００万円超 ５，０００万円以下 １万円

５，０００万円超 １億円以下 ３万円

１億円超 ５億円以下 ６万円

５億円超 １０億円以下 １６万円

参 考
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